
   

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                              
 
  
 
 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
 

� 個人事業者の事業承継税制の創設                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
Ｑ：平成31年の税制改正では、個人事業者

の事業承継税制が創設されるとか。どのよう

な内容なのですか？                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                           

Ａ：次のような内容です。 

【解説】  

平成31年の税制改正では、個人事業者の事

業承継税制が10年間の時限措置として創設さ

れます。概要は、次のとおりです。 

①認定相続人が、平成31年１月１日から平成

40年12月31日までの間に、相続等により特定

事業用資産を取得し、事業を継続していく場

合には、担保の提供を条件に、その認定相続

人が納付すべき相続税額のうち、相続等によ

り取得した特定事業用資産の課税価格に対応

する相続税の納税を猶予する。 

この場合の認定相続人とは、承継計画に記載

された後継者で、中小企業における経営の承

継の円滑化に関する法律の規定による認定を

受けた者をいい、特定事業用資産とは、被相

続人の事業(不動産貸付事業等を除く)の用に

供されていた土地(面積400㎡までの部分に限

る)、建物(床面積800㎡までの部分に限る)及

び建物以外の減価償却資産(固定資産税又は

営業用として自動車税もしくは軽自動車税の

課税対象なっているものその他これらに準ず

るものに限る)で、青色申告書に添付される

貸借対照表に計上されているものをいう。 

②この特例の適用を受ける場合には、特定事

業用宅地等に係る小規模宅地等の特例を受け

ることができない。 
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